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研究成果の概要（和文）： 集落営農組織に支払われる交付金は、生産物販売による成果が組織に帰属する場合は組織
のものとなり、その成果が組合員に帰属する場合には実質的に組合員のものとなる。前者のケースは協業型の組織にお
いて、後者のケースは組合員個々の営農形態を残した組織において一般的に採用されている。
 集落営農組織は、活動する地域や組合員の状況、そして取り巻く政策環境を見極めながら、組織運営のあり方を考え
、それに合わせた交付金マネジメントを行うことが必要である。

研究成果の概要（英文）： The subsidies paid to organizations of community-based group farming pass into or
ganization's possession when sales of products belong to the organization, and when these belong to organi
zation's members, subsidies pass into member's possession substantially. The cooperative organizations hav
e adopted the case of the former and the organizations which left farming of individual members have utili
zed the case of the latter.
 It is necessary for organizations to consider the way the organization and perform the subsidy management
 in conformity therewith through grasping situation of region, members and policy.
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１．研究開始当初の背景 
品目横断的経営安定対策、水田所得経営安

定対策、戸別所得補償モデル対策、戸別所得
補償制度本格実施と農政が推転する中で、我
が国農業はその対応に迫られてきた。この間、
大規模農家や集落営農組織に対する農地の
利用集積は進展した一方【中村勝則「東北農
業の構造」『農業と経済』第 77 巻第 6 号、2011
年 5 月、pp.49-55】、高齢化によりリタイヤ
した農家の農地の引き受け手が見つからず、
そのまま耕作放棄されるケースも目立って
いる。食料自給率・自給力の維持・向上のた
めには、農地の総体的保全を前提とした地域
農業の維持・発展が不可欠である。 
こうした課題は、「日本の穀倉地帯」であ

る東北地域において近年とりわけ深刻化し
ている。東北地域の農業の中心は水田稲作で
あり、昨今の米価下落の影響をまともに受け
ているからである。それに加えて東北は現在
も低賃金・不安定就業条件【平野信之「穀倉
地帯としての東北・北陸」平野信之編著『東
日本穀倉地帯の共生農業システム－東北・北
陸－』農林統計協会，2006 年，pp1-16】に
置かれており、水田作経営は農業所得、農外
所得、年金等収入を合わせなければ家計費を
充足できない極めて苦しい経済環境におか
れている。 
さて、水田農業への政策的関与に着目する

と、低米価による所得低下を補填する直接支
払い、水田フル活用という視点に立脚した転
作部分への助成、が代表的なものとして挙げ
られる。ともに交付金形態で農業者に支払わ
れており、こうした経済的な支援措置は水田
農業のウエイトの高い東北地域の農業経営
主体にとって、営農を営む上で、また生活を
成り立たせる上で、欠かせない存在となって
いる。ここで重要な論点として浮上するのは、
こうした交付金をどのような主体にどれだ
けの額を支払うべきかという「交付金マネジ
メント」のあり方である。地域水田農業を持
続可能なものとするためには、交付金を活用
して集落営農組織をはじめとする担い手を
創出し、その経営を維持・発展させていく必
要があるが、これまで地域水田農業を担って
きたものの今後リタイヤが予想される小中
規模農業者への交付措置の継続も彼らの生
活を維持するためには依然として必要だか
らである。 
そしてこの論点が鋭く現れるのが、表向き

は組織経営体としての看板を掲げているが、
実体は組織を構成する各農家が独立に経営
する「個別・枝番管理型」の集落営農組織で
ある。この形態において交付金は各農家にそ
のまま支払われ、組織経営体の発展に結びつ
かないケースが少なくない。こうした組織は
東北地域に展開する集落営農組織のかなり
の割合を占め（秋田県においては 7 割）、当
該組織が組織経営体としての内実を取得し、
地域水田農業の担い手としていかに成熟し
成長していくかが問われている。かつて筆者

は【渡部岳陽「米政策改革下における助成金
帰属問題－仙台市の取り組みを事例に－」
『2004 年度日本農業経済学会論文集』、
pp137-144、2004 年】において、地権者・耕
作者への転作助成金帰属問題を分析し、双方
に対して納得できる水準に助成金をシェア
することが水田農業構造改革を進めていく
上で必要なことを明らかにしたが、この課題
がより鋭い形で今日の東北水田農業におい
て活動する集落営農組織に突きつけられて
いる。 

 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、持続可能な地域水田農業
構築に向けて集落営農組織が採るべき交付
金マネジメントを確立することである。交付
金の配分形式には、①組織に交付された後そ
の全額が組織構成員に配分されるケース、②
組織に交付された後その一部が組織構成員
に配分されるケース、③組織に交付された後
その一部が労賃や地代として組織構成員に
支払われるケース、の 3 つのケースに大きく
分類できる。今日の集落営農組織は、組織が
交付金を配分するにあたり①②③のどの形
式を選択するか又は組み合わせるか、組織経
営の発展と組織構成員への所得還元のどち
らを優先して交付金を配分するか、といった
交付金マネジメントの問題に直面している。
環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）への
参加が取りざたされ、「低農産物価格＋直接
支払い」の趨勢がますます強まる中、交付金
マネジメントを確立することは集落営農組
織の経営発展の道筋を描く上で焦眉の課題
となっている。 
 
３．研究の方法 
 研究初年目は、秋田県で活動する集落営農
組織に対してアンケート調査を実施し、交付
金配分形態を詳細に把握するとともに、その
結果を交付金配分パターン別に類型化する。
その中から、典型事例を精査し、①活動形態、
②交付金配分・活用の実態、③抱えている課
題を明らかする。 
研究 2年目は、初年目に得た分析結果をと

りまとめるとともに補足調査を実施し、交付
金マネジメントを行う際のポイントを整理
する。また、その結果をふまえて、持続可能
な地域水田農業構築に向けて集落営農組織
が発展していく際に、どのように交付金を配
分し、活用していけば良いか、適切な交付金
マネジメントのあり方を明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1)集落営農組織の実態分析 
秋田県下の集落営農組織にアンケート調

査を実施し、その実態と動向を探った。交付
金の配分実態に焦点を当てると、組織に支払
われる交付金が実質的に個別農家の収入に
なる形態の組織が過半数を占めていた。こう
した組織の内部においては、組合員個々の営



農が継続しており、組織経営としての内実が
伴わない事態が想定された。 
 それを確かめるべく、当該組織の中から、
大規模な農事組合法人Ａと小規模な農事組
合法人Ｂ、そして小規模な任意組織型の組織
Ｃをピックアップし、実態調査を進めた。 
まず、大規模農事組合法人Ａは、様々な他

団体との連携・協力関係を構築しながら、法
人名義での生産物の販売・マーケティング活
動、農地利用・作物栽培のマネジメント、組
合員への所得還元、アグリビジネス事業の展
開、これらを通じて地域農業の維持・発展を
図っていた。組合員には自分の経営面積から
減反分を差し引いた面積が稲作付面積とし
て割り当てられ、組合員個々が責任を持って
稲作を行っていた。大豆転作は管内数カ所に
設けられた大規模転作団地で行われ、作業は
全面的に法人が請け負っていた。組合員には
米販売金とともに米戸別所得補償分の金額
が実質的に支払われる一方、転作関係の助成
金は法人が受け取っていた。このような「効
率」や「規模メリット」の追求を、組合員で
ある農家への所得還元や彼らの農業意欲の
増進と両立させながらすすめており、組合員
が稲作に関わり続けることで、彼らにとって
は収量・所得向上へのインセンティブが働く
とともに、結果的に法人の米取扱量増加と利
益拡大につながっていた。また、農作業を行
うことに対して手厚く賃金を支払うことに
より、組合員は所得を確保することができ、
法人は水田管理作業の担い手や事業拡大を
図るための労働力を確保することができて
いた。 
小規模農事組合法人Ｂにおいては、組合員

は所有する水田を法人に利用権設定し、所有
と利用は分離されていた。水管理や畦畔草刈
り等の管理作業も含めて、組合員が行う全て
の作業に賃金を発生させる仕組みがとられ
ていた。法人は設立当初から稲作の効率化を
推し進め、収益最大化を目指していた。具体
的には、水稲は設立直後から全て直播栽培に
切り替え、これにより稲作春作業の省力化が
図られ、そこで浮いた労働力を複合部門に振
り向けてきた。複合部門作物の収穫期など特
に人手のいる期間は、周辺集落又は町人材銀
行を通じてパート労働などを集めていた。農
機具・施設については、中古で購入したり、
組合員から借り上げたりするなどして対応
し、経費節減に努めていた。このように法人
Ｂにおいては、経営の全てにおいて法人にイ
ニシアチブがあり、組合員は単なる地権者で
あり、（法人で働く場合は）賃金労働者とな
っていた。こうした体制のもとで、法人Ｂに
おいては、米や転作に関わる交付金の全てが
法人の収入となっており、組合員に支払われ
ていなかった。 
 法人化していない任意組織型集落営農組
織Ｃは、水田・畑作経営所得安定対策の導入
に対応するために設立された非協業的な組
織であった。個々の営農形態を残し、各組合

員が生産した米や転作作物の販売金額はそ
のまま各組合員に支払われていた。一方、稲
作共同作業関係や作業受委託関係といった
組合員間の結びつきは設立後強化されてお
り、農業者間の作業協力関係や信頼関係を創
り出していた。さらに、組合員とその後継者
世代は、今後の組織活動への関心と期待を寄
せていた。特に後継者世代は、自家稲作を継
続し自分の家の水田を守ろうという意識も
高く、組合に対して将来の雇用の場として大
きな期待を寄せていた。組織Ｃにおいては、
稲作や転作に関わる交付金は一旦組織に入
るものの、組合員の経営面積や取組みに即し
て、組合員に配分されていた。 
(2)集落営農組織における交付金マネジメン
トのあり方 
集落営農組織における交付金の配分は、生

産物とその販売による成果が組織に帰属す
るか、組合員に帰属するかに密接に関係して
いた。前者のケースにおいては、農産物生産
に伴って国から支払われる交付金も組織の
帰属となる。一方後者のケースをみると、支
払われる交付金相当額は実質的に組合員の
ものとなる。前者のケースは転作部門を組織
ぐるみの共同作業で行う際に、後者のケース
は稲作部門を組合員が個別に作業をする際
に、典型的に現れていた。 
 以上をふまえると、生産物とその販売によ
る成果の帰属形態と農作業形態が集落営農
組織における交付金マネジメントのポイン
トとなり、それは集落営農組織の運営のあり
方と深く関わることになる。その方向性を示
すと、①組合員を単なる地権者として位置づ
け、農作業は全て組織が行い、販売代金も組
織で精算し、その成果も組織に帰属するとい
う「完全協業経営」、②組合員にはできるだ
け農作業に出役してもらい、そのインセンテ
ィブを保持するために「成果」を組合員に帰
属させる「地域巻き込み型経営」、以上の 2
つとなる。前者であれば、交付金をそのまま
組織の収入としてカウントできるメリット
がある。しかし長期的には組合員の地域農業
への関心を失わせ、組織の後継者が出てこな
くなるという「集落営農のジレンマ」が生じ
る恐れがある。後者であれば、交付金は実質
的に組織のものにはならず、組織経営のやり
くりが厳しくなるが、組合員の地域農業への
関心を保持することができる。以上のどちら
の方向性を選択するかは、高齢化の進捗、後
継者の有無、農外雇用環境といった組合員の
置かれた状況によって一様ではない。集落営
農組織は自らの拠って立つ地域や組合員の
状況や取り巻く環境を見極めながら、組織運
営のあり方を選択し、それに合わせた交付金
マネジメントを適切に行っていくことが必
要となる。 
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